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電力広域的運営推進機関



1本資料の位置づけ

要求種別 項目 内容

業務要求

業務基本要求 求める機能概要

業務フロー要求 業務フローを説明しシステム化する部分を明示

データ要求 入力データ、設定項目、人が介入して入力する項目

画面要求 画面イメージ

帳票要求 帳票サンプル

技術要求

インフラ基盤要求
・クラウド基盤、OS、DBMS、ブラウザ
・セキュリティ対策

アプリケーション技術要求
・プログラミング言語
・ローコードツールの採用

性能要求 ・目標とするレスポンス性能（遷移・検索・DL）、拡張性

障害対策 ・ハードウェア障害・ネットワーク障害・ソフトウェア障害

運用及び保
守要求

運用要求 運転管理・監視、メンテナンス、データバックアップ、BCP

保守要求 障害発生時の対応、HW,SWの保守、保守実績の報告

教育・研修要求
・事業者説明(資料準備)・マニュアル作成
・エンドユーザーへの研修

移行要求
・データ移行（過去6年分）
・移行計画の検討（並行運用の計画）

アウトソース要求 ・アウトソースによる運用・保守の効率化

◼ 本書は調達仕様書や要件定義の作成にあたり、広域機関で整理した『業務要求』に関する資料である。
◼ 仕様書等作成工程においては、『業務要求』をインプットとし、『デジタルガバメント推進標準ガイドライン』等に基づ

くアウトプットを要求する。なお、補足すべき有用な点がある場合はガイドラインに関わらず提案すること。

本資料のスコープ



2ガイドライン上の位置づけ

業務要件項目

1-1 業務実施手順

1-2 規模

1-3 時期・時間

1-4 場所等

1-5 管理すべき指標

1-6 情報システム化の範囲

1-7 業務継続の方針等

1-8 情報セキュリティ

機能要件項目

2-1 機能に関する事項

2-2 画面に関する事項

2-3 帳票に関する事項

2-4 データに関する事項

2-5 外部インタフェースに関する事項

非機能要件項目

3-1
ユーザビリティ及びアクセシビリティに関す
る事項

3-2 システム方式に関する事項

3-3 規模に関する事項

3-4 性能に関する事項

3-5 信頼性に関する事項

3-6 拡張性に関する事項

3-7 上位互換性に関する事項

3-8 中立性に関する事項

3-9 継続性に関する事項

3-10 情報セキュリティに関する事項

3-11 情報システム稼働環境に関する事項

3-12 テストに関する事項

3-13 移行に関する事項

3-14 引継ぎに関する事項

3-15 教育に関する事項

3-16 運用に関する事項

3-17 保守に関する事項

業務要求 技術要求 運用及び保守要求

本資料のスコープ

凡例
◼ ガイドライン要件定義項目

本資料は政府CIOポータルの標準ガイドライン群をベースに作成している。
https://cio.go.jp/guides
2022年4月22日以降はデジタル庁のデジタル社会推進標準ガイドラインと
して更改されるため、最新のガイドラインを参照すること。
https://www.digital.go.jp/resources/standard_guidelines/

https://cio.go.jp/guides
https://www.digital.go.jp/resources/standard_guidelines/


3進め方に係る委託事項

◼ 要件定義書作成を進めるにあたっては以下の作成過程における対応を委託事項に含める。
◼ 要件定義書作成過程における委託事項は大きく分けて３つ。

① 方針策定資料（※）、各要求資料をベースに、技術面の詳細化が不足している部
分を補完し詳細化すること。正当性を評価し疑義があるものは指摘し代替案を提示
すること。また、最新技術や他社の事例からよりよい策がないか調査し提案すること。
（コンサルの知見を期待）

② 弊機関からの要求に対しベンダーから的確な提案を引き出せる要件定義書への織り
込み方を提案すること。（ベンダーの知見を期待）

③ 弊機関において知見不足等の理由から方針や要求として整理しきれていない事項に
ついて指摘し双方協力の上補完すること。

（※）方針策定資料については「入札参加」を必須条件に請求があれば開示する

方針策定 1-1リプレース基本方針

1-3セキュリティ基本方針

1-2移行戦略と体制に関わる基本方針

1-2-1 広域機関システムの移行基本方針

別紙 既設システムの課題整理

・既設課題・リプレースの目標・コスト規模・スケジュール感

・移行戦略・広域機関の開発、保守体制

・セキュリティポリシー・ガバナンス

＜方針策定に関する文書相関図＞



4進め方に係る委託事項

評価軸① 評価軸② …

案① ○ ×

案② × ○

案③ △ △

：

＜要件定義書作成過程におけるコンサル作業イメージ＞

①委託前の状態（懸念事項）

パターンA 思い至っていない案があるおそれ

パターンB 評価軸(情報)不足のおそれ

パターンC 正しい評価ができていないおそれ

検討の粒度が揃っていない。
正しい案の選択ができていないおそれ。

評価軸① 評価軸② …

案① ○ ×

案② × ○

案③ △ △

：

評価軸① 評価軸② …

案① ○ ×

案② × ○

案③ △ △

：

評価軸① 評価軸② …

案① △→○ ×

案② × ○

案③ ○→△ △

：

②コンサル整理

検討の粒度を揃えて検討。評価根拠を補強し
コンサルとしての選択案を提示。

③コンサルと広域で選択案の協議

どの評価軸を優先するかを双方協議し
選択案および要件定義書記載方針を決定。

評価軸① 評価軸② …

案① ○ ×

案② × ○

案③ △ △

：

④コンサルで要件定義書へ記載

ベンダー提案を引き出せるよう記載ぶりを考慮

選択案

選択案

選択案

選択案

選択案

※評価の○△×はあくまでイメージ。広域機関システムの特性を考慮した論理的根拠が必要。

知見不足で案
②を検討でき
ていない

情報不足で正
しい評価がで
きていない

知識不足で正
しい評価がで
きていない



5業務要求のインプット情報

➢ 利用申請、マスタ管理機能の利便性向上

➢ システム外マクロツールのシステム化

➢ データ利活用



6目次：利用申請、マスタ管理機能の利便性向上

➢ 利用申請、マスタ管理機能の利便性向上
1. 業務要求

2. 機能概要

3. 業務フロー

4. データ要求

5. 画面要求

6. 帳票要求

➢ システム外マクロツールのシステム化

➢ データ利活用



7１ 業務要求

◼ 発電／小売事業者等が広域機関システムを利用するための利用申請と各種計画提出に
必要なマスターデータの発番申請において、新規利用者の全ておよび既利用者でも一部の
申請ではシステム外（メール）対応となっており、非常に非効率であるため、これらをシステ
ム化することによる生産性向上が見込める。

＜①システム利用申請＞

＃ 業務要求（概要） 詳細

１ 新規利用者のシステム申請を可能とする

現在は全てメール申請されたものを担当者がシステム登録してい
るため、システム（Web画面）上からの申請を可能としたい。
※現状：1.5時間／1件（0.2人日程度）

10件／月程度（繁忙期（3月）：20件／月）

２
既利用者のクライアント証明書等の登録内容変
更／システム利用停止もシステム申請可能とする

現在はメール受領して担当者が登録対応するため、例えばシス
テム（Web画面）上から受領し登録する仕組みとしたい。
※現状：1.5時間／1件（0.2人日程度）

80件／月程度（繁忙期（3月）：150件／月）

３ JX手順(ACMSを使用)のメンテナンスの容易化

JX手順メンテナンスのための各種パラメータ登録のための準備に
１件ずつ担当者が準備しているため、システム内データを利用し
て準備作業（または登録までの全て）を効率化したい。
※現状：9時間／１回（1人日程度）
主に申請内容により作業時間は前後。作業にツールを活用し
ており手入力箇所等のミス防止のためクロスチェックを行っている。

４ アカウントロック解除の効率化

アカウントロックとなる事業者に対して１件ずつ解除設定を担当
者が実施しているため、事業者自身で解除する仕組みとしたい。
※現状：0.5時間／1件（0.07人日程度）

30件／月程度（繁忙期（3月）：60件／月）



8１ 業務要求

◼ 小売事業者等が広域機関システムを利用するための利用申請と各種計画提出に必要な
マスターデータの発番申請において、新規利用者の全ておよび既利用者でも一部の申請で
はシステム外（メール）対応となっており、非常に非効率であるため、これらをシステム化する
ことによる生産性向上が見込める。

＜②マスターデータ申請＞

＃ 業務要求（概要） 詳細

１ 既利用者も全申請をシステム化

マスターデータ管理には広域機関システムで利用するもののほか、
容量市場、需給調整市場に関するマスターデータも登録している。
これら申請が現在システム上から申請できない（容量市場用、
需給調整市場用の指定が不可）のため、管理対象全ての申請
をシステム化する。

２ 事業者とのファイル授受をシステム上で実施 事業者との迅速かつ安全・正確なデータ授受を実現したい。

＜③共通＞

＃ 業務要求（概要） 詳細

１ 問合せ対応を省略化したい

問合せ窓口（メール）に届く質問の太宗は共通的であるため、
都度担当者対応するのではなく、システム内で対応を完結したい。
※現状：0.5時間／1件（0.07人日程度）

100件／月程度（繁忙期（3月）：180件／月）

２ 各申請の処理ステータスを事業者と共有したい 事業者対応の透明化のため、処理状況の見える化をしたい。



9２ 機能概要

◼ 一般的なWebサイトの利用登録では既にAllシステム化されているため、これらと同等の機
能およびこれを具備した製品環境は成熟しているものと思料。（世に溢れているはず）

◼ JX手順は電力業界のほか全銀EDIシステム（金融）やJD-NET協議会（医療）等でも
使用されているため、一定程度の知見・ノウハウがあるものと思料。

◼ 問合せ対応の自動化としてはチャットボット・RPAの活用等の技術の利用可否を検討したい。

＃ 求める機能概要 関連する業務要求 詳細

１ Web画面からの各種申請機能 ①-1、②-1
事業者からの申請を全てシステム上から受付可能と
する基盤（Web画面）を構築する。システムログイ
ンではセキュリティ面を考慮する。（2要素認証等）

２ Web上でのファイル授受 ②-2
申請に伴い必要な電子データの授受はログイン後の
事業者毎画面内で行うことでセキュリティ面も担保。

３ 申請処理ステータスの見える化 ③-2
広域担当者と申請事業者の双方が各申請の処理
状況を容易に把握し共通認識を持てるよう、事業
者毎画面に申請毎の状況を表示する。

４ 問合せ対応の自動化 ③-1
過去のFAQの知見を活かし、問合せ対応はシステム
上で完結することを基本する。過去に例がないもの
等のイレギュラーのみ担当者で対応することとする。

５ アカウントロック解除のシステム化 ①-4
アカウントロック解除を希望する事業者へメールで再
設定用URLを送付することを可能とする。

６ クライアント証明書登録のシステム化 ①-2
申請機能の1つとして、事業者自身でクライアント証
明書をWeb上から登録可能とする。

７ JX手順の設定作業省力化 ①-3
設定の全自動化が望ましいが、一部人手を介すこと
も許容する。



10３ 業務フロー（広域機関システムのマスター申請）

◼ 現行は以下のように、事業者マスター（メール申請）が登録されて初めてシステムを利用し
てその他のマスタ申請・登録が可能となるが、新システムでは全てをシステム（Web）化する。

◼ 各マスターは変更・削除も可能とし、基本的には広域担当者の承認を必要とするが、軽微
項目（郵便番号等）は承認を不要とするなど、項目毎に承認要否を設定可能とする。

◼ 発電所マスタの承認については業務フロー上で一般送配電事業者へメール等を利用して連
絡を実施する業務が存在するため、メール送信機能も必要となる。

出典）広域機関HP マスタの申請・登録の手引き 抜粋
https://www.occto.or.jp/occtosystem2/master_shinsei_touroku/fi
les/201116_master_tebiki.pdf

https://www.occto.or.jp/occtosystem2/master_shinsei_touroku/files/201116_master_tebiki.pdf


11３ 業務フロー（容量市場、需給調整市場のマスター申請）

◼ 各マスタのうち、容量市場および需給調整市場向けのデータはシステム対応外のためメール
で対応しているが、両システムに関するマスター申請もシステム化する。

出典）送配電網協議会HP 需給調整市場で使用する各種コードの取得
（参考）事前準備が必要な内容（第5版） 抜粋

https://www.tdgc.jp/jukyuchoseishijo/outline/docs/jizenjunbi_ver.5_20220

401.pdf

※需給調整市場用コードの申請はフォーマットが異なる。
https://www.tdgc.jp/jukyuchoseishijo/outline/code.html

出典）広域機関HP 容量市場システムの利用にあたっての事前のお手続きについて
容量市場における事業者コード・クライアント証明書・系統コードの取得について

https://www.occto.or.jp/market-board/market/youryou-

system/files/210708_youryou_shutoku.pdf

https://www.tdgc.jp/jukyuchoseishijo/outline/docs/jizenjunbi_ver.5_20220401.pdf
https://www.tdgc.jp/jukyuchoseishijo/outline/code.html
https://www.occto.or.jp/market-board/market/youryou-system/files/210708_youryou_shutoku.pdf


12３ 業務フロー（手続き期間）

◼ 各申請とそれぞれの手続き期間は以下を標準とし対応しているが、処理状況が事業者側か
ら見えない状況となっているため、システム化（見える化）する。

出典）広域機関HP マスタの申請・登録の手引き 抜粋
https://www.occto.or.jp/occtosystem2/master_shinsei_touroku/fi
les/201116_master_tebiki.pdf

https://www.occto.or.jp/occtosystem2/master_shinsei_touroku/files/201116_master_tebiki.pdf


13３ 業務フロー（アカウントロック解除、セキュリティ）

◼ ユーザのログイン失敗回数を超過や担当者変更等でのID、Pass紛失等によるアカウントロッ
ク解除依頼が日々発生している。

◼ ログイン画面上からユーザ自身でアカウントリセット・再設定を行う機能を設ける。
◼ ログイン時はセキュリティ面を考慮し、2要素認証等の対策を必須とする。

＜アカウントリセット・再設定＞

事業者

ID、パスワードを忘れた方
To:***
From:***
件名：パスワード再設定について
-----------------------------------------
・・・・・・
再設定用URLはこちら
https://**********
・・・・・・

※登録されているメールアドレスへ送信

＜再設定用サイト＞
新規パスワード
・・・・・・

To:***
From:***
件名：パスワード再設定完了
-----------------------------------------
・・・・・・
新規パスワード：******
・・・・・・

＜2要素認証＞

ワンタイムパスワードを受信 ・・・・・・
ワンタイムパスワード
・・・・・・

※2要素認証：「知識認証（ID、パスワード等）」「所有物認証（ICカード、PC、スマホ等）」「生体認証（指紋、顔等）」のうち2つの要素を用いた認証のこと。



14３ 業務フロー（クライアント証明書、JX手順）

◼ クライアント証明書登録手順は定まっているため、Webアップロードによる自動登録を可能と
し、新規、更新、有効期限切れへの対応を迅速化させることで、事業者の機会損失を低減。

◼ JX手順の設定手順も定まっているため、事業者が希望する（Web申し込み）場合は、そ
の申請の承認をもって、自動的に必要な設定（ファイル作成等）を行う。

＜ファイルアップロード／WebAPI登録＞

事業者

＜JX手順の設定＞

＜クライアント証明書登録＞
アップロード 参照

事業者

＜事業者情報＞
・・・・・・・
連携方式 設定JX手順

登録

登録

または

登録用ファイル作成
対向試験用データ作成

ACMS

クライアント証明書

クライアント証明書



15３ 業務フロー（問い合せ対応）

◼ 現在は全ての問合せに対してメールで受け付け、メールで返信している。また同様の内容を
複数事業者から受信するも多く、FAQは用意しているものの有効活用されておらず非効率。

◼ 一次受付をチャットボット等で対応し、イレギュラーな問合せのみ担当者が対応することで、
問合せ対応の効率化を目指す。

「広域機関システム」お問合せ窓口です。
お問合せ内容を以下から選択するか、下
部に入力してください。

ログインについて

新規利用について

各種マスター申請について

脱退について

その他について

お問合せ内容を入力してください。
(例)申請処理状況を確認したい。

チャットボット

• 過去の問合せ内容は類似性があり事前にQAを用意することが可能であることを
考慮すると、「シナリオ型チャットボット」を念頭に検討する。

• 他方、 イレギュラーな質問や広域機関システムとは関係のない機関内他システム
（容量市場システム等）に関する問合せが本問合せに入ることも過去にはあり、
有効性が確認できる場合は「AI型チャットボット」も選択肢として検討を行いたい。

• その他、問合せ対応やその後の集計等で活用できる技術（RPA等）があれば
検討の俎上に載せたい。
※RPA：Robotic Process Automation

※上記は一例
追加

事業者

※メール問い合わせは最終手段



16４ データ要求（マスターの種類）

◼ マスタには下表の7種類あり、事業者の種別により申請が必要となるものが異なる。
◼ また、マスタは個別にキーコードを持っており、各マスタでの一意性の担保が求められているた
め、既存システムで発行されたコードは新システムでも継承し新旧システムで連続性を保つ
必要がある。

出典）広域機関HP マスタの申請・登録の手引き 抜粋
https://www.occto.or.jp/occtosystem2/master_shinsei_touroku/fi
les/201116_master_tebiki.pdf

https://www.occto.or.jp/occtosystem2/master_shinsei_touroku/files/201116_master_tebiki.pdf


17４ データ要求（マスタ内のデータ項目）

◼ 下記は事業者マスタに属するデータ項目の一部であり、他のマスタについても同等の内容と
なっている。

◼ これらデータはマスタ申請で初めて登録されるものであり、他機能のDBを参照する等の外部
入力は無い。逆に、このマスタデータ（出力データ）を他機能が使用する（入力データ）こ
とで広域機関システムは機能している。

出典）広域機関HP マスタの申請・登録の手引き 抜粋
https://www.occto.or.jp/occtosystem2/master_shinsei_touroku/fi
les/201116_master_tebiki.pdf

https://www.occto.or.jp/occtosystem2/master_shinsei_touroku/files/201116_master_tebiki.pdf


18４ データ要求（親子関係、参照関係）

◼ 各マスタ間には親子関係（左図）があり、さらにデータ項目間には参照関係（右図）があ
るため、これを意識したデータ構造とする必要がある。

＜親子関係＞
• 親（下図で下段にあるもの）マスタが存在したうえで、子マスタ

が存在できる。

＜参照関係＞
• 各マスタで共通したデータ項目をもっており、主キーと外部キー

の関係にある。

親

子



19５ 画面要求

◼ 大きく「ログイン画面」「メニュー画面」「各申請画面」の3分類を用意し、ログインユーザにより
表示内容を制御する。

◼ ユーザとのファイル授受を可能とする画面（機能）を具備する。

＜既存画面（参考） ＞
• ログイン画面 • メニュー画面

※承認・参照は管理者用メニュー

• BGマスタ申請画面 ※その他マスタ毎の画面を用意



20６ 帳票要求

◼ 各マスタの登録状況を帳票（エクセル、csv等）出力する機能を設ける。
◼ 帳票出力用の画面を用意し、どのようなデータを出力するのかユーザで選択できるようにする。
◼ 出力対象を選択ボタン等で必要なデータのみに絞る（選択する）ことができる、定期的に
出力する帳票はテンプレート登録できる、または定期レポートのように自動出力機能とともに
周期的設定ができるなど、柔軟の運用ができる機能を用意したい。

※以下は既存画面のため画面イメージは参考

＜帳票出力用画面＞

• 出力対象の選択
• テンプレート登録、選択
• 出力設定 etc

ｏｒ

＜帳票フォーマット＞



21目次：システム外マクロツールのシステム化

➢ 利用申請、マスタ管理機能の利便性向上

➢ システム外マクロツールのシステム化
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1. ツール開発手法の技術動向・製品調査
2. リプレース方針に適したツール開発手法等の評価
3. 既存の自作マクロツールの適用可否

⚫ システム化する既存の自作マクロツール
1. 機能要求
2. 機能概要
3. 業務フロー
4. データ要求
5. 画面要求
6. 帳票要求

➢ データ利活用



22コンサル委託で期待・検討協力を仰ぎたいこと

業務要求 内容

①ツール開発手法の技術動向・製品調査 ・ローコード/ノーコード開発等のツール開発手法調査
・上記開発手法を用いてた製品の調査。
・またその評価。

②リプレース方針に適したツール開発手法等の
評価

・調査、評価した製品についてリプレース方針に照らし合わ
せ、リプレース計画全体にとって最適なツール開発手法およ
び製品を評価。

③既存の自作マクロツールの適用可否 ・評価した製品に適用できる自作マクロツールの選定。
・その他、ツール開発手法等によらない自作マクロツールのシ
ステム化の検討。

◼ 今回のリプレースにあわせて、システム運用者が作成した自作マクロツールのシステム化を指
向しており、ローコード/ノーコード開発等の最新の手法（以下、ツール開発手法等という）
を用いることで短期間開発の実現、ROIの向上（生産性向上、運用コスト低減等）およ
び自作マクロツールによるリスク回避のため、ツールのシステム化を目指す。

◼ 本委託では、ツール開発手法等の技術動向・製品の調査および評価、リプレース方針に適
したツール開発手法等の評価および既存の自作マクロツールの適用可否について検討を行
う。

※なお本内容と別紙1-4 公表データ利活用については一部検討内容が重複するところもあるため、双方
の検討を総合し評価すること。

※ROI：Return On Investment（費用対効果）



23①ツール開発手法の技術動向調査・製品調査および評価

業務要求 内容

ツール開発手法の技術動向・製品調査 ・ローコード/ノーコード開発等のツール開発手法調査
・上記開発手法を用いてた製品の調査。
・またその評価。

◼ ツール開発手法の技術動向調査と、その手法を使用した製品調査および具備する機能
（開発手法、対応OS・クラウド、他ｼｽﾃﾑ連携、概算費用、移植性等）の評価を実施する。

◼ 調査・評価結果については表形式で一覧にまとめること。※以下は一例のため、受注者で工夫すること。

＜ツール開発手法＞

＜製品評価＞

ツール開発手法 概要・特徴 など 備考

ローコード開発 ＊＊＊ ＊＊＊

ノーコード開発 ＊＊＊ ＊＊＊

※その他の開発手法を列挙

概要 ツール開発
手法

対応ＯＳ
クラウド対応 等

・・・
※特徴を列挙

備考

製品Ａ ＊＊＊ ＊＊＊

製品Ｂ ＊＊＊ ＊＊＊

※製品を列挙



24②リプレース方針（生産性向上目標）に適したツール開発手法等の評価

業務要求 内容

リプレース方針（生産性向上目標）に適した
ツール開発手法等の評価

・調査、評価した製品についてリプレース方針に照らし合わ
せ、リプレース計画全体にとって最適なツール開発手法およ
び製品を評価。

◼ 調査・評価した製品が、本リプレース方針（生産性向上目標）と合致していることの評価
を行う。※次頁参照

◼ ツール開発工期：４割削減、運用者の業務処理時間：２割削減を目標としている。



25＜参考＞ 生産性向上目標

◼最新の開発手法（ローコード開発など）を採用し、システム開発・改修の工期を短縮し生
産性を向上
従来手法から▲４割削減目標 ⇒データの活用・加工ニーズへの迅速な対応が可能に

◼エクセル集計・データ利活用業務の効率化による運用者の生産性向上
業務処理時間▲２割削減目標 ⇒広域機関本来業務への時間の有効活用が可能に

＜最新の開発手法の採用による開発生産性向上イメージ＞

●設計～開発～テスト工程の一部省略
・従来：人がプログラムを一から書く
・ﾛｰｺｰﾄﾞ：あらかじめ用意された部品を組み合
わせる（ツール上で視覚的に操作もできる）

＜業務生産性の向上イメージ＞

業務
ﾌﾟﾛｾｽ

業務
ﾌﾟﾛｾｽ

業務
ﾌﾟﾛｾｽ

業務
ﾌﾟﾛｾｽ

業務
ﾌﾟﾛｾｽ

✓ システムと業務間のギャップを
Excelを使用して吸収

✓ 処理に時間を要する
✓ データ活用環境が整っている
とはいえない

業務
ﾌﾟﾛｾｽ

業務
ﾌﾟﾛｾｽ

業務
ﾌﾟﾛｾｽ

業務
ﾌﾟﾛｾｽ

業務
ﾌﾟﾛｾｽ

✓ 処理速度の向上
✓ システム内での業務完結
✓ データ利活用がしやすい

▲4割削減

業務処理時間
▲2割削減

クラウド提供サービスを活用

ﾛｰｶﾙPC
上ｴｸｾﾙ

参考）
https://www.celf.biz/low-code-development/
https://blogs.itmedia.co.jp/itsolutionjuku/2020/07/4_4.html

コンサルとの検討やPoC（実証検
証）を通して効果を検証する



26③既存の自作マクロツールの適用可否

業務要求 内容

既存の自作マクロツールの適用可否 ・評価した製品に適用できる自作マクロツールの選定。
・その他、ツール開発手法等によらない自作マクロツールのシ
ステム化の検討。

◼ ①、②で調査・評価した製品のうち、評価の高かった上位３製品を対象として、既存の自
作マクロツールへの適用可否を評価する。

◼ 対象の自作マクロツールは以下の７個と想定しているが、評価する中で追加で対象となる
可能性があるものがある場合は、追加して評価する。

＜自作マクロツールと選定候補製品のマッチング評価＞

製品Ａ 製品Ｂ ・・・ ※製品を列挙

調整電力計画視覚化ツール
• ○○機能により実現可能
• △△は一部対応不可

＊＊＊ ＊＊＊

年間、月間連系線予想潮流ツール ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

運用容量(三重、関門)チェックツール ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

未提出事業者確認ツール ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

BIツール（既存） ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

卒FIT関連業務（マスタ登録業務） ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

経過措置計画・特定負担計画の管理 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

総評 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊



27システム化する既存の自作マクロツール

◼ ③でマクロツールは以下の７個であるが、前述したように①②の評価において適用可能と判
断し評価した場合、対象を追加することがある。

◼ それぞれのツールの詳細（業務要求、業務フロー等）は次頁以降を参照。※代表で2つ記載

ツール 概要（業務要求、使用する計画断面等） 備考

自作マクロツール① ＊＊＊ ＊＊＊

＜各ツールの詳細＞

・業務フロー

運用者 広域機関SYS

・データ要求

運用容量
マージン
計画潮流
連系線潮流実績
制御用P0
でんき予報データ
地内潮流実績
広域ブロック情報
市場約定量
・
・

・画面要求

・帳票要求

ツール起動

データ取得

マクロ起動

帳票出力



28【自作マクロツール①】連系線予想潮流作成ツール

業務情報 内容 業務フロー

業務概要 広域連携系統の利用に役立つ情報を提供するため、業務規程および送配
電等業務指針で定められた期日までに公表する。
データはBGが提出した月間(年間)計画および流通技術Ｔが算定した連系
線データ(運用容量、マージン、空容量)を使用する。

業務体制 担当者１名（主担当と副担当がいるが、平時は主担当のみで実施）

業務実施タイミングと頻度
計画断面（長期～当日）

＜月間＞
事業者計画提出：第2営業日頃
容量算定：19日頃（20日が公表日）
＜年間＞
事業者計画提出：12月下旬頃
容量算定：3月上旬頃（3/15が公表日）

業務運行解説書該当箇所 第2章4（抜粋は別紙参照）

ＩＮＰＵＴデータ ①BGが提出した月間・年間の発電販売計画および需要調達計画
②流通技術Ｔが算定した連系線データ(運用容量、マージン、空容量)

ＯＵＴＰＵＴデータ ①連系線予想潮流値
②一送へ送付用のメールアイテム（①を自動添付）

画面 有

帳票 有

その他
※改善したい内容や実現できて
いない機能など

データ取得は別ツールによる手動処理なので、システムから直接データを処理
したい。
広域機関システム（系統情報サービス）への公表処理は手動なので、
自動化したい。

ツール名
年間連系線予想潮流作成ツール
月間連系線予想潮流作成ツール

事業者 流通技術 広域SYS 需給企画 一送

毎月1日計画提出

容量算定

マクロ起動

データ取得※

一送送付

データ取得※

マクロ起動

帳票出力
一送送付

公表処理

※汎用ツール「DataStudio@Web」にてExcel形式で取得

年間：3月上旬
月間：毎月18日頃

年間：12月下旬頃
月間：毎月第2営業日頃



29【自作マクロツール①】連系線予想潮流作成ツール

ボタン① ボタン②
ボタン③

ボタン名 処理内容 備考

① 【積上】データ作成 ・指定フォルダに保存されたエクセルファイルを取得し、指定シートにコピー
・メール送付用のエクセルデータの作成
・事業者宛メールを作成（事象者アドレスデータは別から読み込み作成）

② 【公表】データ作成 ・指定フォルダに保存されたエクセルファイルを取得し、指定シートにコピー
・公表用のＰＤＦ、エクセルデータの作成

③ clear データ初期化



30【自作マクロツール①】連系線予想潮流作成ツール（帳票）

月間連系線予想潮流作成ツール

年間連系線予想潮流作成ツール



31【自作マクロツール②】週間需給バランス確認補助ツール

業務情報 内容 業務フロー

業務概要 本ツール活用の主たる目的は、一般送配電事業者事業者から
提出される週間断面の調整電力計画について判読性を向上さ
せることにより、週間断面における需給の妥当性や公表情報の
適切性の確認を補助することにある。
また、所内や機関内情報共有資料の一部を構成する。

業務体制 担当者１名以上
（業務の輻輳度合い(確認箇所や担当の業務)に応じて可
変）

業務実施タイミングと頻度
計画断面（長期～当日）

毎週木曜日１７時頃（需給バランス10社受領後）

業務運行解説書該当箇所 第２章３．週間計画受付・空容量算出及び公表
（⑨需給バランス・調整電力計画）

ＩＮＰＵＴデータ ・各一送から受領した週間需給バランス
・HMIから週間広域予備率の計算結果
・気温情報(日本気象協会:tenki.jp)

ＯＵＴＰＵＴデータ ・帳票

画面 無
※マクロ無、システムからダウンロードしたエクセル値を指定のシー
トに貼り付けにてセル計算、グラフ化

帳票 有

その他
※改善したい内容や実現できて
いない機能など

様式は必要に応じて可視化するデータの追加削除がある。
HMIで帳票が完結する場合は業務端末への自動送信機能(ま
たは指定の共有フォルダへの保存機能)が欲しい。

本ツール対象のフロー ツール外

調整電力計画
10エリア受領確認(HMI)

週間広域予備率履歴の計算
結果をペイン出力(HMI)
業務PCへファイル移動

ツール名 週間需給バランス確認補助ツール

業務PCでツールにデータ貼り付
け

帳票印刷・内容確認
(上司承認)

1.週間需給予想受信画面_集約ボタ
ン押下(HMI)
2.週間広域予備率_手動計算用デー
タ入力※・実行(HMI)

完了

1.週間需給予想受信画面_確定ボ
タン押下(HMI)
2.週間広域予備率_手動計算履歴
確定(HMI)
3.公表値が帳票の結果と同じことを
確認
4.広域予備率公表HPへ値入力※、
公表値が帳票の結果と同じことを確
認

※入力は補助ツールを活用し実施



32【自作マクロツール②】週間需給バランス確認補助ツール（帳票）

広域運用センター内確認用（１）

幹部会議用

広域運用センター内確認用（２）



33【参考】既存の自作マクロツール

運用部署 ツール名 業務名 備考

広域運用
センター

朝会用ツール（需要カーブを描く等） 01_01_01_02_需給監視

HJKSの情報をHMIに反映するツール 01_01_01_04_発電機の運転状況の監視

翌々日空容量とスポット割当量確認ツール 01_01_01_05_連系線の運用容量・マージンの監視

WEB-HMI比較グラフ作成ツール 01_01_03_01_翌日運用容量・マージン等の算出及び公表

相殺潮流作成ツール
01_01_03_02_当日運用容量・マージン（作業やトラブル等による変動を
反映）

週間翌々日比較ツール 01_01_03_03_翌々日空容量算出及び公表
運用容量等諸元データ抽出ツール（翌々日）間接送電権減少処理確認対応版
※日立ツールの改造版（保証外）

01_01_04_01_間接送電権発行量の取り込み

週間予想潮流作成ツール 01_01_06_02_週間予想潮流公表
三重、関門の運用容量チェックツール 01_01_06_03_週間運用容量・マージンの設定・公表 システム化想定

調整電力計画視覚化ツール 01_01_07_02_週間計画受付・策定 今回ツール内容記載

経過措置計画
広域予備率一覧表示・印刷用（10エリア、48コマ表示） 01_01_09_01_広域予備率公表

需給企画Ｔ 経過措置計画監視ツール

連系線予想潮流ツール 03_03_02_01_年間・月間予想潮流の公表 今回ツール内容記載

広域予備率Web公表システムで連系線情報を公表するためのデータ処理ツール 広域予備率公表に関するデータ処理
HMIへ週間空容量情報を入力するためのデータ処理ツール 広域予備率公表に関するデータ処理

（仮称）翌日計画整合性チェック事業者向け注意喚起メール作成ツール 03_04_01_01_翌日計画の確認、注意喚起

システム化想定（仮称）月間計画整合性チェック事業者向け注意喚起メール作成ツール 03_04_01_02_月間計画の確認、注意喚起

（仮称）年間計画整合性チェック事業者向け注意喚起メール作成ツール 03_04_01_03_年間計画の確認、注意喚起

・（仮称）インバランス実績取り纏めツール
・ 同時同量監視データ抽出ツー
・ 計画適正化活動グラフ作成ツール（小売、発電）
・（計画適正化）注意喚起マクロ

03_04_01_04_計画と実績の比較、注意喚起、ヒアリング

（仮称）DLLデータフォルダ仕分けツール 03_07_04_01_諸官庁・機関内依頼のデータ作成 システム化想定

（仮称）発電所マスタ申請情報のTSO向け確認メール作成ツール 03_07_04_02_卒FIT関連業務（マスタ登録業務） システム化想定

（仮称）事業者向けメールの一括作成用ツール 03_07_04_03_事業者アンケート

（仮称）XMLファイルコピーマクロ、サマリファイル (テキスト)コピーマクロ 03_07_04_06_インバランス精算用計画送付

間接送電権の発行状況および経過措置減少の詳細分析ツール 03_07_06_01_経過措置の合理的な減少計画監視 システム化想定

（仮称）HMIダウンロードCSVフォーマット変換ツール（前日スポット想定値） 事業者スポット約定想定値のデータ処理

流通技術Ｔ （仮称）運用容量検討会資料作成支援ツール 02_01_04_01_フリンジの算出

（仮称）作業停止計画支援ツール 02_04_01_年間・月間作業停止計画調整

（仮称）年間気象マージン設定実績分析支援ツール 02_05_02_01_公表するマージン検討会資料のバックデータ用

（仮称）早期注意情報発令実績収集支援ツール 02_05_03_東北東京間連系線気象マージン設定

広域システムＴ ・マスタ管理ファイル提供ツール(総務G宛)
・マスタ更新_比較出力

04_02_01_01_マスタ管理業務

・一送向け完了連絡一覧ツール（メール作成支援）
・01_広域機関システム利用申請事業者一覧ツール（メール作成支援）
・利用申請受付マクロ（メール作成支援）
・システム利用申請(004-1,004-2)自動実行ツール （情シス向け対応支援）

04_02_01_02_システム利用登録
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35１ 業務要求

◼ 広域機関システムは、地域間連系線の管理として運用容量等各種データの策定を行うとと
もに、各エリアの一般送配電事業者（以下、TSOという）10社とシステム連携を行うことで、
各エリア内のデータ（総需要や発電・潮流実績等）を受信し、各業務での利用や利用者
向けに公表を行っている。

◼ 公表データについては、各種画面で表示した内容に従ったフォーマットでのみ出力が可能と
なっているなど、利用者が望むデータを柔軟に取り出すことができず、データ利活用の面では
改善の余地があり、改善により機関内外のデータの有効活用につながる。

◼ また、「電力広域的運営推進機関検証ワーキンググループ取りまとめ」でも『新たなビジネス
の創出』として提言されていることからも、広域機関システムに保有するデータの利活用環境
を整備し付加価値を創出することは、今回のリプレースとして重要である。

2020.11.25総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会
電力広域的運営推進機関検証ワーキンググループ 取りまとめ
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/koikiteki_uneisuishin_w
g/index.html
3.情報収集・発信機能の強化
(2)新たなビジネスの創出
エネルギーシステムの更なる発展に向けて、中立性・公平性の確保を大前提と しつつ、電力広域機関職員の知見や専門
性、同機関が有するデータを活かし、会員の先進的な取組の横展開や、会員間のチームアップなどにより、新たなビジネ ス
を創出するプラットフォームとしての役割を果たしていくことも考えられる。 特に、送配電事業者、小売電気事業者、発電事
業者から電力広域機関に集まる 情報は膨大であり、これら情報を有効活用できる環境を整えることは、新たなビジネスの
創出やイノベーションを起こす基盤となりうるものである。

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/koikiteki_uneisuishin_wg/index.html


36１ 業務要求

＃ 業務要求（概要） 詳細

１ 柔軟なデータ取得環境の構築

取得方法として定期フォーマットに加え、利用者が取得したい
データ、期間等を指定して柔軟に取得できる仕組みが必要。
また、これを実現するデータ保存基盤として、一般的に使用され
ているRDBやデータレイク等の技術活用を検討し、保有するデー
タや今後の活用想定との親和性を考慮した設計とする。

２
保存環境（リソース、他システム等との連携な
ど）の拡張性

保有するデータは日々増加するため、保存リソースのスケールアウ
トをシステム管理者が意識することなく、柔軟かつタイムリーに行い
たい。運用途中で新規データ追加が発生した場合であってもシス
テム改修が不要であることが望ましい。
また今回のリプレースでは第1期でOA機能＋一部の業務機能、
第2期で残りの業務機能と段階的に移行することでデータ量も増
加する。さらに将来的には機関内他システムとも連携してのデータ
活用の可能性もあるため、他システム環境とのデータ連携も視野
に検討したい。

＜①共通＞

＃ 業務要求（概要） 詳細

１ データ取得・分析環境の構築

取得したデータは加工・分析することで付加価値が創出される。
この加工・分析を実施するための機能(ツール)を機関内向けとし
て用意したいが、ツール評価（良否と要否）については十分に
検討が必要。

＜②機関内向け＞



37２ 機能概要

◼ データ利活用環境として既存RDB、DWH（またはデータマート）、データレイク等存在する
ため、これらの広域機関システムや各業務への適合性を評価する必要がある。

◼ また、データ抽出や分析等を行うためのツールについても有用であるものは採用することも視
野に検討する。

◼ なお、「別紙2-2システム外マクロツールの取り込み」でローコード等について検討することとし
ているが、今回のリプレース方針への適合性も含めて総合的に評価・検討することが必要。

＃ 求める機能概要 関連する業務要求 詳細

１ 利用環境 ①-1 データへのアクセスはWeb画面を基本とする。

２ 保存環境 ①-1,2
現在はRDBで管理しているが、これに加えてエクセル、
csv、pdf等の通常業務で使用するデータ等も保存
したい。クラウド基盤の活用も視野に検討したい。

３ 保有したデータを抽出する機能 ②-1

機関内外への共通機能としてWeb画面を用意する。
現在機関内ではBIツールが用意されているが、末端
ユーザが自由に使うにはやや不便である。既存BIツー
ルに代わるBIツールもしくはその他の有用なツールが必
要。※ツールはマストではなくWeb画面からの取得を
補完するものの位置付け。

４ 抽出したデータを分析する機能 ②-1

データ取得はcsv等で現在取得できるが、取得後の
分析は各自がエクセルの数式やマクロを駆使して実
施している。データ分析ツールの評価を行い適用可
能性を確認する。※#3,4は同一ツール・製品であ
る可能性もあるため並行して検討する。



38３ 業務フロー

＜データ取得・生成・保存＞

一般送配電事業者

小売電気事業者
発電事業者

JEPX

MMS

広域機関システム

受信

系統情報公表

処理

保存領域
（広域機関SYS）

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

需給計画、運用容量、
総需要、周波数、

潮流実績、でんき予報

発電販売計画
需要調達計画
需要抑制計画

スポット市場約定量
時間前市場約定量

需給調整市場約定量

XML、CSV、CDT

XML

XML

XML
保存領域
(公表)

◼ 広域機関システムに関するデータは、機関外（各事業者、JEPX、MMS）から受信、広域
機関システム機能での処理で生成、外部へ公表という流れとなっている。。

◼ これらデータは機関内での使用、システム連携する機関外システムへ送信、公表データとして
も閲覧可能なサイト（系統情報公表）へ公表している。

◼ 各データは取得した者により加工等を行い活用されている。



39３ 業務フロー

広域機関システム

系統情報公表

保存領域
（広域機関SYS）

＜取得・加工・分析＞

保存領域
(公表)

【機関内】 【機関外】

OA-PC

HMI-PC
（広域機関システム）

運用部

企画部

計画部

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

抽出

加工

統計

分析

PC

スマホ
タブレット

各事業者

教育機関

一般家庭

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

◼ 広域機関システムに関するデータは、機関外（各事業者、JEPX、MMS）から受信するも
のと、広域機関システム機能での処理で一部生成するものがある。

◼ これらデータは、機関内での使用、システム連携する機関外システムへ送信、公表データとし
ても閲覧可能なサイト（系統情報公表）へ公表している。

◼ 各データは取得した者により加工等を行い活用されている。



40４ データ要求

◼ 広域機関システムで保有するデータは、機関外（各事業者、JEPX、MMS）から受信した
各種計画、各エリア内データ等、またこれらデータを使用して作成した連系線基準値や空容
量等で構成が存在し、このうちの一部については公表データとして専用サイトへ公表している。

＜系統情報公表－連系線タブ＞
データ種別 計画断面 期間 連系線 項目

空容量
長期～当日
策定/更新

全ての期間
計画断面に対応した期間

全ての連系線
北海道-本州間、東北-東
京間、東京-中部間、中部
-関西間、中部-北陸間、
北陸-関西間、関西-中国
間、関西-四国間、中国-
四国間、中国-九州間、中
部・関西-北陸間、関西-
中国間(東)、関西-中国
間(西)

対象断面、策定日、策定／更新、連系線、
年月日、時刻、方向、空容量、計画潮流、
広域調整枠、マージン、運用容量、運用容
量決定要因、運用容量拡大分空容量、運
用容量拡大分計画潮流、運用容量拡大
分運用容量、送電NG情報件数、送電NG
情報延べ容量、最新更新年月日時刻

変更賦課金 当日 年月日 同上
変更賦課金種別、対象年月日、対象連系
線、方向、時刻（00:30~
24:00）

連系線潮流実績 当日 年月日（期間選択） 同上

連系線、対象日付、対象時刻、運用容量
（順方向）、運用容量（逆方向）、広域
調整枠（順方向）、広域調整枠（逆方
向）、マージン（順方向）、マージン（逆
方向）、空容量（順方向）、空容量（逆
方向）、計画潮流（順方向）、計画潮流
（逆方向）、潮流実績、運用容量拡大分
（順方向）、運用容量拡大分（逆方
向）

１時間前取引受付停止情報 当日 年月日 －
受付停止時刻、受付停止解除時刻、１時
間前取引受付停止対象時間帯From、、
１時間前取引受付停止対象時間帯To



41４ データ要求

＜系統情報公表－エリア・広域ブロック情報タブ＞
データ種別 計画断面 期間 エリア 項目

広域予備率
（広域ブロック情報）

週間～当日
全ての期間
計画断面に対応した期間

－

策定週、対象年月日、区分、ブロックNo、
エリア（北海道～沖縄の10エリア全て）、
広域ブロック需要(MW)、広域ブロック供給
力(MW)、広域ブロック予備力(MW)、広
域予備率(%)、広域使用率(%)

広域予備率
（エリア・広域ブロック情報）

週間～当日
全ての期間
計画断面に対応した期間

－

策定週、対象年月日、区分、エリア、広域
予備率(%)、広域使用率(%)、ブロックNo、
広域ブロック需要(MW)、広域ブロック供給
力(MW)、広域ブロック予備力(MW)、エリ
ア需要(MW)、エリア供給力(MW)、エリア
予備力(MW)

補正料金算定インデックス 翌日、当日
全ての期間
計画断面に対応した期間

－
対象年月日、時刻、エリア、補正料金算定
インデックス(%)、補正料金算定インデックス
(沖縄)(万kW)、ブロックNo

総需要 －

【電気使用状況】
指定した期間
【周波数】
指定した日

同上
※周波数は指定不可

【電気使用状況】
規定のフォーマット
【周波数】
対象日付、対象時刻、エリア区分、周波数

需要実績
年間、月間
日別

全ての期間
計画断面に対応した期間

全て
北海道、東北、東京、中
部、北陸、関西、中国、四
国、九州、沖縄、エリア計

年月、年月日、時間帯、年間電力量
(GWh)、年間最大電力(MW)、エリア、10
エリア計

地内基幹送電線
運用容量・予想潮流

年間、月間
当日、実績

全ての期間
計画断面に対応した期間

全て
北海道、東北、東京、中
部、北陸、関西、中国、四
国、九州、沖縄、エリア計

断面、対象エリア、対象年度／対象年月日、
送電線NO、送電線名、潮流方向、予想
潮流値、運用容量、決定要因、フェンスNO、
フェンス名

地内基幹送電線潮流実績 －
全ての期間
指定した期間

全て
北海道、東北、東京、中
部、北陸、関西、中国、四
国、九州、沖縄

対象年月日、対象エリア、電圧、送電線名、
潮流方向(正方向)、00:30~23:30



42４ データ要求

＜系統情報公表－エリア・広域ブロック情報タブ＞
データ種別 計画断面 期間 エリア 項目

需要予想・ピーク時供給力 長期～当日
全ての期間
計画断面に対応した期間

全て
北海道、東北、東京、中
部、北陸、関西、中国、四
国、九州、沖縄、エリア計

【長期】
策定年度、エリア、第3年度(最大総需要
予想(MW))、第3年度(最大供給力予想
(MW))、第3年度(予備率(%))※第4年
度～第8年度まで同様
【年間】
策定年度、対象年度、エリア、平日／休日、
4月(最大総需要予想(MW))、4月(最大
供給力予想(MW))、4月(予備率
(%))※5~3月まで同様
【月間】
策定年度、対象年度、エリア、平日／休日、
第1週(最大総需要予想(MW))、第1週
(最大供給力予想(MW))、第1週(予備率
(%))※第2週~第6週まで同様
【週間】
策定週、対象日付、エリア、最小予備率総
需要予想(MW)、最大総需要予想(MW)、
最大供給力予想(MW)、予想使用率、予
想予備率
【翌日、当日】
策定日、対象日付、対象エリア、最小予備
率総需要予想時刻、最小予備率総需要
予想(MW)、最大総需要予想時刻、最大
総需要予想(MW)、最大供給力予想
(MW)、予想使用率、予想予備率



43４ データ要求

＜系統情報公表－エリア・広域ブロック情報タブ＞
データ種別 計画断面 期間 エリア 項目

作業停止計画・実績 －
全ての期間
指定した期間

全て
北海道、東北、東京、中
部、北陸、関西、中国、四
国、九州、沖縄

計画区分、申請区分、広域受付番号、エリ
ア、申請者、作業計画日時、作業実績日
時、停止区分、調整状況、実施状況、作
業箇所／作業内容

故障情報 －
全ての期間
指定した期間

全て
北海道、東北、東京、中
部、北陸、関西、中国、四
国、九州、沖縄

故障NO、エリア、設備区分、発生日時、故
障件名、運用容量に影響のあった連系設
備、故障詳細

再生可能エネルギー
出力抑制実績

年度、年月
全ての期間
指定した期間

全て
北海道、東北、東京、中
部、北陸、関西、中国、四
国、九州、沖縄

情報NO、対象エリア、抑制実施日、抑制
開始時刻、抑制終了時刻、理由、
00:30~24:00



44４ データ要求

＜電気使用状況のフォーマット（項目）＞

※24:00まで1時間毎に出力
・
・

※24:00まで5分毎に出力



45４ データ要求

＜データ取得・分析ツール＞
様々なツールが存在しているため、それぞれの特徴（機能、適用OS、使い勝手、費用体系等）を整理し、
適用可否等について評価する。

◼ データ取得ツールとして現在はBIツールを使用しているが、システム担当が介在（対象テー
ブル設定等）しないとユーザは使用できず、評判が良くない。

◼ データ分析ツールは現在使用していないが、エクセルマクロ等で各ユーザが実施している内容
がツール使用によって、今より迅速・正確・詳細に分析・検討することができれば、広域的運
用への寄与が期待できる。

◼ これらツールについて、電力業界で使用実績のあるものや使用可能と思われるものを選定し、
広域機関システムで保有するデータや今後使用が想定される内容に適しているか評価する。

※これは一例のため、適当と思われる製品を選定する。

https://dts-bigdata.jp/service/datastudio.html
https://www.tableau.com/ja-jp
https://powerbi.microsoft.com/ja-jp/
https://www.domo.com/jp
https://www.wingarc.com/product/motionboard/
https://www.qlik.com/ja-jp/products/qlik-sense
https://www.oracle.com/jp/business-analytics/business-intelligence/technologies/bi.html
https://yellowfin.co.jp/
https://www.justsystems.com/jp/products/actionista/


46４ データ要求

◼ 公表データについては公表用DB（RBD）、その他データについては、機関内ユーザが広域
機関システムのHMI端末を使用してシステム内DB（RBD）に保存されたデータを画面上
に表示しエクセル（csv）出力している。また、BIツールを使用して出力するデータはDWH
（DataWareHouse）へ保存することで実運用DBへの影響を排除している。

◼ リプレース後のデータ利活用基盤としてDWHとするかデータレイクとするかは、本リプレース方
針および将来的な機関内他システムとの連携や格納データの拡張性も視野に入れ、まずは
基盤としての特徴や導入に対する評価を行うとともに、並行してデータの精査を行う。

＜DWHとデータレイクの比較（一般事項）＞

出所）AWSサイトより抜粋
https://aws.amazon.com/jp/big-data/datalakes-and-analytics/what-is-a-data-lake/

https://aws.amazon.com/jp/big-data/datalakes-and-analytics/what-is-a-data-lake/


47４ データ要求

◼ 現在の保存データは、データ種別で整理することを念頭に、そこに格納されるデータ項目につ
いては種別毎に保存されるため、種別間でデータ項目の重複や同一項目であっても名称の
差異が発生している。（メタデータの整理ができていない）

◼ データ利活用をより深化させるためにも、データ品質の向上が重要な視点となる。
◼ 既存データの移行と新規データの管理においてはデータ品質向上のため、DMBOK（データ
マネジメント知識体系ガイド）に準拠したデータ構築を志向する。

出所）DAMAサイトより抜粋
https://www.dama-japan.org/Introduction.html

https://www.dama-japan.org/Introduction.html


48４ データ要求

◼ データ利活用例として以下のような事象が想定される。
◼ 現在システム内に存在しないデータを活用する場合の取得方法等についても検討が必要。
◼ なお、以下業務での費用対効果については継続調査が必要。

需給ひっ迫検証のための連系線関係データの取得・分析

概要
事後検証時には当時の運用容量、潮流実績等の各種データ採取を行うこととなるが、必要な
日数を複数画面から取得することは非効率であり、あらかじめ決まったフォーマットが存在するの
であれば、取得とともにグラフ化等を行うことで迅速な解析も可能。

必要データ(一部想定) 運用容量、空容量、潮流実績、制御用P0、融通指示量、調整量α、総需要、AR 等

想定効果 継続調査が必要

広域機関での需要想定の実施と、エリア想定との誤差検証。広域想定需要と予備力管理による主体的なひっ迫管理

概要

現在の需要想定は各エリアTSOが実施し、広域では簡易的に過去実績との比較の実施にと
どまっているが、広域でも各エリアの保有する過去実績（広域運開前含め）や気象情報を取
得し独自に想定することで、エリアとの誤差について今以上の正当性確認が可能。広域での精
度向上はブラックアウトからの復旧時にエリアと連携した需要想定にも活用できる可能性がある。
また、主体的に想定した需要と予備力（エリア、ブロック）を持つことで、需給ひっ迫時に広域
機関主導での融通量検討を行うことも可能となり、エリアTSOからの要請を待つことなく調整等
を行うことが可能と想定。※実現可能性や必要性については実務箇所とも要調整。

必要データ(一部想定) 総需要、予備力、運用容量、空容量等 ※気象情報等の現在保有していないデータも必要

想定効果 継続調査が必要



49４ データ要求

kWh余力率管理

概要

2020年度冬季の需給ひっ迫を受けてkWh余力率管理を行っている。現在はマスタープランで
活用している広域需給シミュレーションツールを使用しているが、このロジックを組込み必要デー
タを直接システムから取得することや新規データを取得・管理するスキームを作ることで、より正
確・迅速な分析が可能になると想定。

必要データ(一部想定)
総需要、予備力、運用容量、空容量、発電計画、燃料計画等
※燃料計画等の現在保有していないデータも必要

想定効果 継続調査が必要

各事業者の事業計画への支援。教育機関等による研究への活用。

概要
発電事業者等の各事業者は広域機関の公表データや市場データ等を用いて各社独自の分
析を行っている。また教育機関等でも系統分析や新技術の研究等を行っている。これらを行う
ためのデータ取得を改善することで、機関外に対して柔軟・迅速に多様なデータ提供を行える。

必要データ(一部想定) 総需要、予備力、運用容量、空容量等 ※その他、認められる範囲での新規データ。

想定効果 継続調査が必要

システム障害発生時の関連データ取得と過去の類似事例との紐付け

概要

システム障害発生時には事象の把握としてシステムメッセージの採取や関連する業務データの
採取をユーザで実施し、これをシステムメーカとも連携して、システムメーカではさらに業務ログ解
析を行い、並行して外部保存している過去事象とも照合を行っている。
障害様相（メッセージ、ログ）等から採取必要なデータの類推や過去事例の紐付けは可能と
想定しており、発生とともに自動で取得することで、インシデント対応の迅速化が図れると想定。

必要データ(一部想定) 各状変メッセージ、業務ログ、関連する業務データ、過去事例等 ※過去事例は現在システム外。

想定効果 継続調査が必要



50５ 画面要求

◼ 公表データ提供用画面は下図の既存画面のように規定フォーマットでダウンロードできるよう
な画面、また、ユーザが必要なデータを自由に組合せて取得できるよう画面を用意する。

◼ ただし、下図のような画面に相当するものは公募調達ではなく既存メーカへの随意を想定し
ているため、データ利活用基盤との連携については、画面策定を担当するメーカとも十分な
意思疎通を図り構築する必要がある。

＜公表画面（既存）＞

＜新規画面（想定）＞ ※ユーザが取得したいデータをチェックボックスで自由に設定（以下は一例）

データ種別

期間、対象日、時刻 □全期間、□長期、…、□当日 2022/4/25~2022/4/25 00:30~24:00

エリア、連系線 □全エリア、□北海道、…、□沖縄、□全連系線、□北海道‐本州、…、□中国‐九州

データ □総需要、□周波数、…、□運用容量、□空容量、…、□エリア予備率、□広域予備率、…

2022/4/25 2022/4/25 00:30 24:00



51６ 帳票要求

◼ 帳票についても画面と同様、随意予定の既存メーカの開発範疇となる予定。
◼ 既存帳票を踏襲するとともにデータ項目の重複排除や名称統一等を行うことを想定。

＜連系線空容量当日（既存）＞

＜需要実績（既存）＞



52納入物や進め方に関する留意事項と成果物について

➢ 納入物や進め方に関する留意事項

⚫ 提案資料は、提案するに足る根拠や解説を詳細に記載すること。
提案理由を明記しメリットデメリット・留意点等がある場合はこれを記載すること。
また、広域機関側の考えがある項目に対しては賛成・疑義ありに関わらずその評価理由を記載
し、疑義ありの場合は対案を提示する。

⚫ 提出様式は自由であるが、弊機関が作成するステークホルダへの説明資料に使用しやすいよう編
集可能な電子ファイル（ワードやエクセル、パワーポイント）で作成し提出すること。
（メール本文や口頭などによる提出は不可とする。）

⚫ 弊機関外への開示が認められない知的財産にあたるものがある場合は、該当箇所に明記すること
⚫ 弊機関へ提出した資料を説明・意見交換・打ち合わせと資料改定を重ね、弊機関から内容につ

いて承諾を得ること。承諾を得ていない資料は納入物として認められない。
⚫ 業務完了の際は検収日までに最終納入物としては要件定義書に加えて

✓ 『技術要求に関する評価・提案書』
として統合してPDF化し提出すること。

➢ 別紙２に関する検収物

✓ 『要件定義書』の該当箇所
✓ 『業務要求に関する評価・提案書』


